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ハンセン病「未感染児」通学拒否事件に関する研究
－－「子どもの権利」の視点から－－
川 愛
．はじめに
「らい予防法」の廃止から約５年後の２００１年５月１１日、ハンセン病国家賠償請求訴訟は、熊本地方
裁判所で勝訴判決が出た。原告１３人の提訴によって始まったこの裁判が、その後全国に波及したのは
周知の通りである。「人間の尊厳」を賭けた闘いは、実は１９５４年にも同じ熊本の地で起こっている。
親の菊池恵楓園（国立ハンセン病療養所）入所にともなって連れてこられた子どもは、園内にある竜
田寮１）という名の保育所に収容され「未感染児」２）と呼ばれていた。子どもたちは病気の親を持つため
に、学区内の学校に通うことができずに園内の複式学級で学んでいた。このような現状を改めるよう
様々な働きがけの結果、１９５４年の４月から竜田寮の４人の新一年生は地元の黒髪小学校に通学する予
定であった。
しかし、PTAを始めとする住民の強硬な反対運動にあい、竜田寮の新入生だけでなく、二千人近
い在校児童をも巻き込んだ事件に発展し、黒髪小学校は約一ヶ月間の「閉校」となった。
本稿は竜田寮児童の黒髪小学校通学拒否事件について、在校児童をも含めた「子どもの権利」の視
点から検討を試みるものである。以下、菊池恵楓園自治会や全療協（全国ハンセン病療養所入所者協
議会）、新聞記事等の資料と先行研究から事件の概要と経過、子どもへの被害を明らかにしたい。
なお、「子どもの権利」については、事件発生当時、既に制定されていた「日本国憲法」・「教育基
本法」・「児童福祉法」・「児童憲章」の規定から考察するものとする。
．黒髪小学校通学拒否事件の概要
全国ハンセン病患者協議会（全療協と名称変更される前の組織名）による「全患協運動史」と菊池
恵楓園自治会の「自治会５０年史」を参考に事件の経過をたどると次の通りである。
１． 前 史
竜田寮の児童の黒髪小学校への通学を園（自治会）が申し出たのは事件から１３年前の１９４２年のこと
である。その折りも市当局の了解は得ていたが、当時の在校生の親から強い反対にあい「時期尚早」
と葬り去られた。その後も「本校通学」を要求する運動は繰り返され、子どもたちの分校生活は続い
た。
１９５３年１２月、菊池恵楓園園長宮崎松記は熊本地方法務局に「竜田寮児童を教育的に隔離しているこ
とは、基本的人権また、教育基本法、らい予防法に反する人権侵犯である」としてその善処を要望し
た。これを受けて１２月９日に開かれた黒髪小学校 PTA臨時総会でも宮崎は「竜田寮児童親権代行者」
として実状を訴えたが、反対派の意向を覆すことができなかった。
その後、反対を唱える PTA会長瀬口竜之介（医師、県会議員、九州 PTA連合会長、全国 PTA連
合副会長）等によって、竜田寮児童の登校を認めるか否かについての検討と校区内の世論調査（公表
された内容は反対７、賛成３程度）が実施された。
宮崎の申し出を受理した熊本地方法務局は、竜田寮と同一ケースの全国５つ（東北新生園、長島愛
生園、松丘保養園、星塚敬愛園、大島青松園）の園の関係者等に実情報告を求めた。回答は問題なく
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一般児童と勉強しているという報告であった。
次に法務局では、九州大学医学部に竜田寮児童の通学について、医学的見解をただしたが、感染の
危険は考えられず、通学は差し支えないという回答を寄せている。
法務局は他園の実情報告と九大医学部の回答を資料として法務省に報告、菊池恵楓園長宮崎を上京
させて法務、文部、厚生の三省会議を開き「通学拒否は妥当ではない」とする決定事項を発表した３）。
３月１日には黒髪地区の町民大会があり、「竜田寮児童の基本的人権を守るために１８００の健康児童
を犠牲にすることはできない」と通学絶対反対の決議をした。これをきっかけに反対運動は市教育委
員自宅への座り込みや市中デモにまで発展した。
同日の熊本市議会における岡本教育委員長は、竜田寮児童の通学についての議員の質問に「入学許
可の結論に達した」と答え、市教育委員会の方針を明確にした。
執拗に反対運動が続く３月１８日、熊本法務局は「反対運動のあり方の中には、人権侵害の恐れがあ
る」と警告したが、効果はなかった。
４月６日、反対派 PTA４人と入所者が話し合いの場をもうけ、入所者側は児童を通学させる目的
のためハンセン病専門医の診断による健康証明を行うことを受け入れた。そこで熊本大学医学部の診
察を受けさせ、健康であることが証明されたので、通学反対派の４人を呼んで竜田寮児童４人の本校
通学を通告したが、諒解を得られなかった。
熊本市教育委員会は竜田寮児童の本校通学を実施することを再確認し、今後の事態について一切責
任を持つことを菊池恵楓園に通知した。
２． 新学期を迎えて
４月８日の入学式に出席するため、竜田寮の１年生４人（男女各２人）は２人の寮母に手を引かれ
て黒髪小学校に向かった。学校には「ライの子どもと一緒に勉強しないようにしましょう」「きょう
は学校は休みです」等々のビラが貼られていた。
反対派 PTAは長期同盟休校を決議していたので、校門でピケを張り、登校する児童に「皆さん昨
日の PTAの話し合いで、いくら休んでも欠席にはなりません。おうちに帰って自習して下さい」と
呼びかけ、追い返していた。それでも１９００人の在校生のうち７６人はピケをかいくぐり、塀を乗り越え
て教室に入った。新聞には、続々と登校する生徒に対する反対派の呼びかけにもかかわらず「２７５人
は教室に入り、教育委員会の方針通り授業は始まった。竜田寮の４名も寮母さんに連れられてにこや
かに登校、一年生の教室でみんなと一緒に唱歌を習い楽しく勉強していた」（朝日新聞４月１０日号）
という記事が掲載された。校庭では、教室に入ろうとしない子どもが勝手に遊んでいた。４月１１日の
毎日新聞の記事には１０日に登校した児童は３３０人とあり、休校が続く事態を重くみた県教育委員会は
反対派との「妥協点を研究してほしい」と市教委側に要望した。
一方、反対派 PTAは各１５０円以上のカンパを集めて、寺子屋式の自習教室をはじめ、児童は寺院、
銭湯などで窮屈な自習を２１日まで２週間も続けた。
４月２０日に市教委は最終的な調停案として以下の３項目を菊池恵楓園と反対派に提示した。
１． 非感染児の通学は認める。
２． 厳重な健康管理を行うが、このための準備期間として１週間程度、非感染児童を自発的に欠
席させる。
３． 早急に東大又は阪大の権威者を招いて精密検査を行う。
事態が紛糾していく中で熊本大学花陵会（YMCA）はニュースカーで「通学拒否はヒューマニズム
に反する」と市民に呼びかけた。熊本大学医学部自治会は、科学によって（発病していないと）保証
川崎 愛
－１３０－
された子どもたちに「社会的恐怖もしくは嫌悪感をいだき差別視することは、その子の将来に打撃的
ならく印を押すに等しいこと」、熊大の検診を信用しないのは科学を否定することを主旨とした声明
書を発表して市民に訴えた。
３． 問題の「終結」
市教育委員会の調停案に対し、入所者側も慎重に検討を行い、以下の理由によって「激しい憤りを
感じる」ものであるとした。
１． 再診健康管理については、らい予防法第５条検診の項に「患者の家族であるいう理由のみに
よって、指定医の診察を行わせることはできない」と次官依命通牒細則は指示してあり、竜
田寮児童の診断は明らかに本条項に抵触すると思う。
２． 入学前に既に熊大の診察を受けており、この上再診することは全く論外であり、地元熊大ま
た宮崎園長のらい学者としての権威をきずつけるものである。
３． 検診の問題は単に竜田寮のみのことでなく、全国家族の平和につながる重大なケースであり
今かかる行為を許すならば、何の抵抗の力も持たない全国家族の秘密保持の実が失われ、悲
惨のどん底におちいることは充分予測されるのである。
しかし、竜田寮児童の通学が第一であるので「らい予防法」に抵触しないこと、類似の状況下にあ
る家族に悪影響を与えぬよう各方面に強く申し入れ、この調停案を受け入れることとした。
４月２７日、熊大医学部の診察の結果、４人の児童のうち１人がハンセン病とは関係ない皮膚病で「要
観察」とされた。
５月７日、市教委の指示によって黒髪小学校は開校されたが、竜田寮の１年生のうち皮膚病と診断
された１名は分教場に残った。同月１０日には入所者の懸念が的中して佐賀県の患者家族が黒髪小学校
通学問題の紛糾を苦に自殺した。
竜田寮の３人が本校に通学するようになり、問題は解決したかに見えたが、反対派 PTAは町内会
（黒髪会）を結成し、竜田寮の廃止と他の竜田寮児童の入学阻止をはかった。
このような政治的圧力に市教委は屈し問題を引き延ばしていたので、賛成派、園側は「らい予防法」、
教育、人権の自由、差別待遇排除のため直接国会陳情を行った。
１０月２２日に市教委の最終的な解決原案が示された。
１． 本問題の実施を昭和３０年度新学期まで延期する。
２． 昭和３０年度以降、新１年生入学児童を校区内小学校に通学せしめる。
３． 昭和３０年度は新３年生も新１年生入学児童と同様の取扱いをする。
４． 昭和３０年度新４、５、６年生は従来通り、黒髪校竜田寮分教室にて教育する。
５． 昭和３２年度を限り、黒髪校竜田寮分教室を廃止する。
６． 養護施設に分散する竜田寮児童は県児童相談所に移管し、措置児童としてそれぞれの施設に
寄託する。
７． 恵楓園は患者携伴児童をなるべく、患者の原住地に於て処理するように努力する。万止むを
得ず竜田寮に収容せる児童の通学については、教育委員会が責任を以って処理する。
８． 竜田寮より県の児童相談所に移管し、各養護施設に分散、寄託せる児童にたいしては県並び
に市費より１人につき月額計３０００円を支給する（但し義務教育期間に限る）。
９． 毎年１０月に次年度通学者につき、恵楓園側及び教育委員会と合同協議会を開き合議決定する。
園自治会は、この解決原案をもとに協議を重ねていたが、反対派は翌年（昭和３０年）２月に市教委
の基本線に抗議するとし、ハンストに入った。
事態が泥沼化してきたため、鰐淵熊大学長、高橋熊商大学長がついに解決に乗り出した。
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２月１９日の市教育委員会の席上、竜田寮児童の通学問題について「市教委が今までの基本線を変え
ないなら、両学長に一任する」という件は了承する旨、園に連絡があった。
４月、竜田寮児童３人を熊商大高橋学長が引き取り、そこから黒髪小学校に通学させることで、１
年以上にわたる通学問題は「終結」した。その後、市教委の原案通り１９５７年に竜田寮は閉鎖され、入
所児童は各地の施設に分散して預けられることとなった。
．先行研究の論点
１． ハンセン病問題と子ども
清水寛の「日本ハンセン病児問題史研究【】－－研究の課題と『日本ハンセン病児問題史年表（第
１次案）』－－」（１９９９、２３－７４）では「ハンセン病児問題」を構成している要素を１０項目設定している。
このうち、「ハンセン病児問題史において対象とすべき子どもたちについて」、「ハンセン病児問題史
の分野と構造について」、「ハンセン病療養所における子どもとしての『処遇』の分化の過程とその実
態について」の３項目に注目したい。
まず「子どもたち」にはハンセン病を発病している子どもと親が発病している子どもが含まれる。
親が発病し入所することになって一緒に伴われてきた子ども（「携伴児」などと呼ばれた）や療養
所の入所者から出生した子ども（殆どの療養所では断種が結婚の条件となっていて、中絶手術も行わ
れていたため数は少ない）は、「未感染児」「未感児童」とみなされ療養所附属の「保育所」に入所さ
せられた。また、家族に発病者がいることを知られた子どもは、強制収容に際しての警察の関与、保
健所による消毒などによって学校、地域社会の中で偏見をもって見られ、差別をうけることが少なく
なかった。
「分野と構造」ではハンセン病児が他の伝染病児たちとは著しく異なる病児とみなされ、特殊な扱
いを受けてきた背景には、医学を含めた社会的・歴史的な原因があるとしている。そして成人・高齢
者でハンセン病回復者となっている入所者及び退所者が依然として抱え続けている「障碍」（handicap、
社会的不利・制約）は、その子ども期に直面した社会的・歴史的問題と直接あるいは間接に関連する
ものとして究明しいく必要がある。
「『処遇』の分化の過程とその実態」では、大人の入所者に対する「処遇」が療養所側の要因と入
所者側の要因との相互関係でどのように変化していき、それらのことと関わって子どもへの「処遇」
がどのように分化・変容していったのかについて述べている。
２． ハンセン病と子どもの人権
金福漢・清水寛による「ハンセン病『未感染児』の共学拒否問題に関する史的検討【】－－国立
療養所菊池恵楓園附属竜田寮の児童に関する熊本市立黒髪小学校事件－－」（１９９７、１－１４）では通学
拒否問題を「人権差別」事件として捉えて、療養所における「患児」と「未感染児童」の教育と共学
拒否事件の発端と終息への過程を明らかにしている。「患児」に対する教育は 入所者の中から教養
のある人を教師にした寺子屋風の教育（１９１１年頃～）入所者及び職員で教員免許状を持っている人
が教育にあたり所内に独立した校舎のある、しかし義務教育制度の対象としては認められていない園
内教育（１９３１年～）義務教育制度の一環としての地域の小・中学校の分校としての教育（１９４９年～）
の三段階を経てきており、他の療養所でもほぼ同様の推移があったと推測している。一方、「未感染
児」は１９３５年に園内に児童保育所恵楓園が開設されたが、地元小学校への通学が認められなかった。
翌１９３６年「患児」に先んじて菊池郡栄尋常小学校恵楓学園分校として認可され、当時の教育に関する
法律に準拠した学校教育が行われた。
１９４２年、ハンナ・リデルによって開設された回春病院跡地に保育所を移転し、これを「竜田寮」と
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改称した。１９４３年３月、恵楓学園分教場は廃止され、同年４月からは熊本市立黒髪小学校竜田寮分教
場としての教育が行われた。分教場には教師一名が派遣され、１年生から６年生まで一つの教室で勉
強する単級式授業が実施された。学制改革の下の１９４７年、中学生も義務教育の対象となり、寮内の中
学生は桜山中学校へ通学することとなった。しかし、小学生の状況は変わらなかったため園長宮崎は
外に働きかけたが、一般の保護者からの了解が得られないという理由で黒髪小学校への通学は拒否さ
れ続けた。
事件の経緯に関しては、黒髪小学校児童の声も記載している。
「Ａ君 お父さんは会社に出る前に学校へ行けよといい、お母さんは休みなさいといいましたが、
家にいてもつまらないから学校を見に来たら友達が来ていたので教室に入りました。非ライ児は１年
生で僕達の組ではないから学校で勉強してもよいと思う。」
「Ｂ君 お母さんが勉強しないと悪い子になるから行きなさいといったから来た。僕は見たけど普
通の子とちっとも変わらないから学校に入れてやってもいいと思う。」
「Ｃ君 お医者さんが大丈夫というのだから行きなさいといわれて来ました。でも PTAの人が沢
山来ているし何だか気味が悪いみたい。」
「Ｄ君 僕の家は賛成派だから入れてやる方がいい。」（朝日新聞１９５４年４月１１日）
上記の論文には残された問題点として、１９５５年に黒髪小学校に通学する予定になっていた児童は７
人であり、そのうちの３人が在日韓国人の子どもであったことを理由に入学の対象から外されたとい
う事実がこれまで全く究明されていないことを挙げている。
金福漢・清水寛「韓国におけるハンセン病回復者『定着村』の『未感染児』に対する共学拒否事件
の史的研究－－１９６０年代の慶尚道と首都ソウルを中心に－－」（２００２、４９－７４）は先の問題意識を視野
にいれ、韓国と日本の共学拒否事件の共通点と相違点を指摘している。
第一の共通点は報道件数の多さである。黒髪小学校問題は１９５４年（４月８日）から１９５５年（４月１６
日）の約一年間でその数はおよそ１４５件であった。韓国、ソウルの大旺校事件では一ヶ月に１１０件の報
道があり、慶尚道の事件も新聞記事だけで約十年間に最低８０件の報道があり、社会的関心を集めた。
第二に PTAによって共学拒否事件が引き起こされ、事態を紛糾させた。第三に学校（教師）の側か
らの PTAに対する批判や共学を推進する運動はあまりなされなかったことを挙げている。一方、韓
国と日本のもっとも大きな相違点はハンセン病政策である。日本では隔離政策が戦後も続き、入所者
に対して優生手術、堕胎手術が行われ続けていたため児童が少なく、大きな共学拒否事件は熊本のみ
であった。韓国では社会復帰の一環である定着村形により、新たに定着村ができるたびに共学拒否事
件が発生した。韓国のマスコミはハンセン病に関する正しい情報・知識を社会に伝えるために積極的
に報道したことも日本と異なるとしている。
３． ハンセン病に対する偏見の背景
藤野豊（２００１年、５６６－５８５）は竜田寮児童通学拒否事件について「『恐怖』の背後に潜むもの」の実
態を究明している。
患者本人のみならず、その子どもまでハンセン病の感染源であるとみなし学校から排除するという、
その住民の偏見を批判することは容易である。PTA会長や校長の責任を追及することも可能である。
しかし、住民に過度のハンセン病に対する恐怖感を生み出した背景には「政策が生み出した偏見」が
あることを問題にしない限り、事件の本質は理解できない。
事件は１９５４年に発生したが、その前年に厚生省はあえて隔離を強化する方向で「癩予防法」から「ら
い予防法」への改正を強行している。この「改正」に大きな影響を与えたのが１９５１年のいわゆる「三
園長証言」４）である。その一人である菊池恵楓園長宮崎は「癩の数を出しますことは古畳を叩くような
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のものでありまして、叩けば叩くほど出て来るのであります。ただ出て来ないのは叩かないだけのこ
とで、もう少し徹底的に叩けばもっと出て来るのではないかと思います」という発言が記録されてい
る。また、宮崎は隔離を正当化する理念がないまま「徹底的にいわゆる完全収容」を行うことを求め
る一方で偏見の除去についても訴えている。しかし、通学拒否事件は「宗教的、迷信的な偏見」から
起こったのではなく、ハンセン病とは強制的に隔離しなければならない程強い感染力をもった病気で
あるという偏見が生み出した事件である。法の「改正」を通して過度にハンセン病の感染力が宣伝さ
れ、住民の恐怖感を高めていた、その状況こそが事件の背景にあるのだ。
	．事件の特異性と子ども
これまで、菊池恵楓園自治会や園長、黒髪小学校 PTAや熊本市や県教育委員会などの動きと先行
研究を見てきたが、当の教師や隣接の関係者は一連の事件をどのように捉えていたのだろうか。
以下、熊本県教職員組合機関誌「熊本教育」の「時の問題 龍田寮の子供たち」から関連部分を抽
出する。
１． 子どもに関わる関係者の「ハンセン病」への認識
坂本（熊教組文化部長）は「鳥籠－－立田寮訪問記」の中で、鳥籠にいる雀の子に親雀が餌を与え
ている光景を寮の子どもたちが見ている様子から次のような感想を記している。
「何よりも大事な母を業病によって生きたまま奪いさられているこの子たちの人に語れない心の侘
しさを、鳥籠の内と外と隔てられてはいるが、一粒の餌が口移しされる愛情の中に、それとなく慰め
られているのではないか」続けて、幼児たちは「どの顔も健康色で明るい表情なので思わず頭を撫で
たくなるのだが、やがてこの子らの上にも、宿命に泣く日がやってくるのだ。絶対に避けられない暗
い壁が、その前途に立ち塞がっている」。
徳留（鹿屋市西俣小学校 PTA会長）は星塚敬愛園（鹿児島県）の保育所児童の共学の経験から「問
題の考え方と西俣小学校の現状」を述べている。「非感染ライ児童」は「不幸にして、生まれながら
にして父母の膝下を離れ、保母の手許で毎日を暮らす薄幸」な存在であり、「我々は、一歩進んでこ
の不幸な児童を大きな愛情をもってすくすくと育て上げ、国家再建の為役立たせることこそ、現在の
日本人の義務」であると呼びかけている。
江藤（九州女学院教頭）は竜田寮児童の通学を当然だとする主張を九つ挙げており、竜田寮児は引
き取り手がなく気の毒であるので特別な愛情を注ぐべきであり、寮生活を送る子どもたちの社会性を
育むために一般学校への通学がなされるべきである、としている。また、「世界的水準に進んでいる
日本癩医学を信じ法を重んじ問題児を労る事こそ生きた教育である」「竜田寮児が入学拒否されるな
らば法も科学も権威を失い更に自宅にいる癩患者は入園しなくなり日本から癩絶滅が困難になる」と
も述べている。
宮崎（菊池恵楓園長）は竜田寮児童の通学拒否に関して「私共は国立癩療養所の職員として癩感染
の脅威から国民を防衛するという使命を帯びているので、私共が何を好んで伝染の危険のある子供の
一般学校通学を要求する筈がなく又そうであったら指導監督に当たっている厚生省が通学せしむるべ
しという見解を明らかにする訳がないのである」として、学校教育が PTAの圧力から解放されない
限り充分な教育効果を挙げ得ないのではと言及している。
２． 混乱の学校生活
先の江藤（九州女学院教頭）は、校区内の混乱の様子を冒頭に記している。登校する子どもたちは
反対派のピケラインを潜り抜け、校門で「帰れ」と阻止されながら辛うじて教室に入っても落ち着け
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ない。「反対派の人々は教室へも入って名前を聞き『癩が染まって髪が抜け顔が腐り手が曲がるぞ。
それでも良いか』と詰めるがごとく狂気になって休校を促」す。授業中も反対派は廊下をうろうろ廻
る。「運動場では休業の生徒が公然と騒ぎ遊」び、生徒の「純真な心や学習意欲を奪い去り健全な家
庭の学童に対してさえも登校を恐ろしいおっくうなものとして」しまい、多くの子どもが止むを得ず
休校した。

．子どもが周囲から受けた被害
１． 竜田寮の子ども
戦前の１９４２年から本校への通学を申し出ていたにもかかわらず、在校生の親の反対にあい、その後
１０年以上も１年生から６年生まで２０数人に教師一名という体制で教育を受けていた。本校通学がか
なった１９５４年の入学式に出迎えたのは「ライの子どもと一緒に勉強しないようにしましょう」等のビ
ラと登校する児童を追い返す反対派 PTAの姿であった。
入学した１年生４人は、熊本市教育委員会の指示で熊大医学部に受診させられ、「皮膚病」と診断
された１名は本校に通学できなくなった。また、反対派 PTAの圧力により市教委は１９５７年までに竜
田寮を廃止し、入寮児を各養護施設に分散委託することを解決原案に示して実行した。
入寮児は親のハンセン病療養所への強制収容によって、地域社会から偏見の目で見られて差別を受
け、その後も「未感染児」・「非感染児」と呼ばれ偏見・差別の対象とされた。とりわけ在日韓国朝
鮮人の子どもは本校通学の機会さえ与えられなかった。
２． 黒髪小学校の子ども
長期同盟休校を決議した反対派 PTAによって登校しても追い返された。そのため４月９日に１９００
人いる在校生のうち授業を受けたのは２７５人、翌日は３３０人であった。残りの児童は校庭で遊んだり、
カンパを集めた反対派 PTAによる寺院や銭湯などでの自習を余儀なくされた。
ハンセン病や竜田寮についての正しい知識がないため、登校するかしないか両親の間で意見が分か
れその間に立たされた子どももいる。登校しても反対派 PTAがたくさんいて（ハンセン病になると）
「髪が抜け顔が腐り手が曲がる」と脅したので、児童は登校がおっくうになった。
３． 両者が受けた被害の共通点
まず、学校生活をサポートする立場の PTA（親）によって事件が起こされたことが挙げられる。
そのため子どもは一番身近な相談者を欠くことになった。また、学校（教師）側から積極的な問題
解決が図られなかったので、事件の概要をつかむ機会を逸している。マスコミによる報道は多く社会
的関心は高まったが、正しい情報・知識をもたらしたわけではなく、子どもたちは身近な大人同士（父
と母、親と先生、親と PTA、PTAと園など）の対立を目の当たりにした。
４． 被害の特異性
この事件は「らい予防法」成立の翌年に起こっている。法の「改正」は、ハンセン病は強制的に隔
離しなければならないほどの伝染力をもった病気であるとの恐怖心を高める「効果」をあげた。
竜田寮の子どもは「業病」の親をもった「絶対に避けられない暗い壁が前途に立ちふさがっている」
存在であるとみられた。共学に賛成する在校生も「組が違う」「見かけが普通の子と変わらない」か
ら寮児の通学を認めるとしている。宮崎をはじめとする関係者は、このような「薄幸」な子どもの共
学を拒否されると、在宅の患者が療養所へ入所しなくなり、日本における「らい絶滅」が達成されな
くなるため、共学を推進した。
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．おわりに
日本国憲法第２６条には「ひとしく教育を受ける権利」、「普通教育を受けさせる義務を負う」ことが
定められている。教育基本法第３条には「人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によっ
て、教育上差別されない」教育の機会均等が明示されている。児童福祉法の理念は「すべて児童は、
ひとしくその生活を保障され、愛護されなければならない」と掲げており、児童育成の責任は、児童
の保護者だけでなく国及び地方公共団体も負うものとしている。児童憲章には、児童は「人として尊
ばれる」「社会の一員として重んぜられる」「よい環境のなかで育てられる」ことが記されている。
竜田寮入所児の通学拒否は、当該小学校児童の教育を受ける権利を奪い、児童を育成する保護者や
地方公共団体の責任放棄によって問題の終結が先送りにされた。児童育成に最も大きな権限を持つ国
は「らい予防法」を成立させ、国民にハンセン病への誤った知識を植え付け、上記の「子どもの権利」
を全て奪った。「らい予防法」は日本国憲法、教育基本法、児童福祉法、児童憲章を凌駕したのであ
る。
偏見・差別を強化したマスコミ報道や子どもたちのその後についての言及は別稿で行いたい。
註
１）「竜田寮」は１９３５年に未感染児童保育所「恵楓園」として開所し、１９４２年に回春病院跡に「竜田寮」として
設立され、「恵楓園」は廃止される。１９５７年閉所。事件当時は小学校児童二十一名、中学校生徒九名、高等
学校生徒２名の児童生徒が入所していて、中学生以上はいずれも一般生徒と一緒に通学していた。筆者に
よっては「龍田寮」や「立田寮」を使用しているので、原文を抜き出す場合のみ、そのまま転記している。
２）「未感染児」・「非感染児」はハンセン病患者を親に持つ子どもに対しての用語である。語の特殊性から、今
は発病していなくても、いずれ発病するおそれがあるという誤解をうんだ。
３）三省打ち合わせ決定事項は以下の通り。
１ 厚生省としては癩療養所施設の保育所は収容中の児童につき周到な健康管理を行っているので、らい
を他に感染させる恐れはないと認める。
２ 文部省としては癩を他に感染させる恐れのない児童である限り、一般児童と区別することなく就学さ
せるべきであると考える。
３ 法務省としては、厚生文部両省の見解により判断すれば、保育児童を一般の学校に通学させるべきで
ある思料する。
４）１９５１年１１月８日、参議院厚生委員会において「三園長発言」はなされた。三園長とは参考人として招かれ
た長島愛生園長光田健輔、多磨全生園長林芳信、菊池恵楓園長宮崎松記で、隔離を強化（刑罰を科して強
制収容）するために「癩予防法」を「改正」するよう証言した。これらの発言はその後の「らい予防法」
に大きな影響を与えた。
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Children’s Rights and Stigma
－－ From a Viewpoint of the Hansen’s Disease Research －－
Ai Kawasaki
The purpose of this paper is to examine the stigma attached to children in Tatsuta-ryo, an institution for the
patients of Hansen’s Disease .
In 1954, children who lived in Tatsuta-ryo were refused to attend the local school because of the objection
made by the PTA. This incident shows that children were stigmatised as a result of the enforcement of the
Leprosy Prevention Law (1953).
The study concluded that the Leprosy Prevention Law has a negative effect on children’s rights as well as the
developmental scientific knowledge of Hansen’s Disease.
平安女学院大学研究年報 第３号 ２００２
－１３７－
